
 

保険医療機関等指導事業費補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 
 
第１条  県は、保険診療等及び保険請求事務等の適正化を図るため、当該目的に資す

る事業を行う者(以下「補助事業者」という。) に対して、当該事業年度の予算の

範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、「補助金等の交付手続等に関する規則」（昭和 

４０年埼玉県規則第１５号（以下「規則」という。））に定めるもののほか、この 

要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業、経費） 
 
第２条  補助金の交付対象となる事業は、補助事業者が自主的に実施する保険診療等

に資する指導事業とし、また、これに要する経費のうち知事が認めるものを補助対

象経費とする。 

 

（補助事業者） 
 
第３条  この補助金の交付の対象となる補助事業者は、埼玉県医師会、埼玉県歯科医

師会、埼玉県薬剤師会、及び埼玉県柔道整復師会とする。 

 

（補助額） 
 

第４条  補助額は前条の補助対象事業に要する補助対象経費の総額の２分の１以内と

し、当該事業年度の予算額を上限とする。 

 

（交付申請書の様式等） 
 

第５条  規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２  前項の申請書の提出期限は、別に定めるものとし、その提出部数は１部とする。 

３ 第１項に定める申請書には、別に定める書類を添付しなければならない。また、 

別に定める暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申請前に確認しなけ

ればならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

４  規則第４条第２項第１号ないし第３号に掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 

 

（交付決定通知書の様式） 
 

第６条  規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（計画の変更） 

第７条 補助事業者は、補助事業に係る計画を変更しようとするときは、様式第３号

の変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 



 

２ 知事は前項の規定による申請があったときは、内容を審査し適当と認められると

きは、様式第４号の変更承認書により補助事業者に通知するものとする。 

３ 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、別に定める。 

 

（申請の取下げ） 

第８条 補助事業者は、規則第８条第１項の規定により補助金の申請を取下げるとき

は、様式第５号を作成し、知事に提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消） 

第９条 知事は、規則第９条の規定により交付決定を取り消すときは、様式第６号に

より補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止又は廃止しようとするときは、あらかじめ

様式第７号の中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

 

（実績報告書の様式等） 
 

第１１条  規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第８号のとおりとする。 

２ 規則第１３条の実績報告書の提出期限は、別に定める日までとする。 

３ 第１項に定める報告書には、別に定める書類を添付しなければならない。 

 

（額の確定） 

第１２条 知事は、前条の実績報告書の提出があったときは、当該実績報告書の審査

及び必要に応じて行う現地調査等により、交付すべき額を確定し、様式第９号の補

助金交付額確定通知書により補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の支払） 

第１３条 補助金は、規則第１４条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後

に支払うものとする。 

２ 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、様式第１０号の補助金請

求書により請求するものとする。 

３ 知事は、補助金請求書の内容を審査し、適当と認めるときは補助金を交付するも

のとする。 

 

（証拠書類の整備保管） 
 

第１４条  補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備しておかなければならない。 



 

２  前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度 

の翌会計年度から、５年間これを保管しなければならない。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は別に

定める。 

 

    附  則 
 

１  この要綱は、平成７年４月１日から適用する。 

２  「国民健康保険療養担当者指導費補助金交付要綱」(昭和４８年４月１日施行) 

及び「国民健康保険柔道整復師指導費補助金交付要綱」(昭和６０年４月１日施

行)は、廃止する。 

３  この要綱は、平成９年４月１日から適用する。 

４ この要綱は、平成１０年４月１日から適用する。 

５ この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。 

６ この要綱は、平成２０年７月３日から施行する。 

７ この要綱は、平成２３年４月 1 日から適用する。 

８ この要綱は、平成２５年７月 1 日から適用する。 

９ この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。 

１０ この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

１１ この要綱は、令和４年８月２３日から適用する。 

１２ この要綱は、令和８年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                


